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第 29 回（2022 年度）瀬戸内海研究フォーラム in 和歌山

「今再び、瀬戸内海から、我ら共有の“未来”を考える」 

【全 体 趣 旨】 

現在、世界は 2030 年に向けて掲げられた SDGs（持続可能な開発目標）という国際的な到

達点を目指し歩みを進めている。この『持続可能な開発（Sustainable Development）』と

いう理念の淵源は今から 30 年以上も前に遡る。日本からの提案をもとに設けられた国連の

「環境と開発に関する世界委員会（ブルントラント委員会）」が 1987 年にとりまとめた最

終報告書 “Our Common Future（我ら共有の未来）”の中で、「将来の世代のニーズを満た

す能力を損なうことなく、今日の世代のニーズを満たすような開発」として、『持続可能な

開発』という理念が初めて国際的に広く取り上げられ、1992 年のリオ・地球サミット以降、

SDGs が採択された 2015 年の国連総会への潮流となった。 

そこで、ブルントラント報告から 35 年目となる 2022 年の瀬戸内海研究フォーラム in 和

歌山では、今再び瀬戸内海から、私たちに共有される持続可能な「未来」を考える場とした

い。35 年前から環境の状況は変化し、気候変動に代表される将来の危機が顕在化する一方

で、バイオプラや AI 活用などの新たな取り組みも生まれつつある。海洋プラや温暖化の問

題を含めて、私たちが今後未来に向けて備えるべき瀬戸内海の危機について、またこれらに

対応すべくさらにどのような取り組みが求められるのかについて、和歌山や関連する地域か

ら、未来に向けて自然科学、人文・社会科学を含む様々な智慧を交流する、知のプラットフ

ォームの一助となることをめざす。 

【瀬戸内海研究フォーラム in 和歌山 運営委員会】 

運営委員（委員長） 吉田 登 和歌山大学システム工学部 

運営委員（幹事長） 山本 祐吾 和歌山大学システム工学部 

運営委員 井伊 博行 和歌山大学システム工学部 

運営委員 江種 伸之 和歌山大学システム工学部 

運営委員 永瀬 節治 和歌山大学観光学部 

運営委員 野中 卓  和歌山県環境管理課 

運営委員 岩橋 香純 和歌山市環境政策課
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基調講演 
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和歌山県水産試験場 企画情報部 部長 諏訪 剛 

藻場の今と未来
14:25-14:50 広域的なモニタリング手法による藻場分布の把握 

水産研究・教育機構 水産技術研究所 水産工学部 研究員 佐藤 允昭 

14:50-15:15 横浜ブルーカーボンの社会実装とこれから（JBE のアクション） 

ジャパンブルーエコノミー（ＪＢＥ）技術研究組合 理事 信時 正人 

15:15-15:40 質疑･総合討論 

第２セッション 

ポスターセッション 

瀬戸内海と周辺地域の環境･経済･ 

社会に関する研究･活動報告

15:50-15：55 趣旨説明 和歌山大学システム工学部 教授 江種 伸之 

15:55-16：35 ポスターフラッシュ口頭発表 
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今と未来

10:00-10:25 マイクロプラスチック等の流出実態調査及び問題解決への挑戦
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株式会社カネカ Global Open Innovation 企画部 幹部職 福田 竜司 

10:50-11:15 質疑･総合討論 

ポスター発表 11:15-12：45 ポスター前説明（自由参加） １階 中展示室 

第４セッション 

12:45-12:50 趣旨説明 和歌山大学観光学部 准教授 永瀬 節治 

12:50-13:15 ナッジを活用した環境保全〜グリーンナッジの考え方と事例紹介〜

ポリシーナッジデザイン合同会社 代表 植竹 香織 

環境教育と 
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13:15-13:40 ローカル認証～地域が創る流通の仕組み

鳥取大学地域学部 准教授 大元 鈴子 

13:40-14:05 リモート学習教材を活用した海洋環境教育～「うみわかまもる」プロジェクト～

NPO 法人わかやま環境ネットワーク 

一般社団法人加太・友ヶ島環境戦略研究会 KATIES 理事 平井 研 

14:05-14:30 質疑･総合討論 

総括・表彰式・閉会式 14:40-15:10 



も く じ 

瀬戸内海研究フォーラム in 和歌山 の開催にあたって 

運営委員長（和歌山大学システム工学部 教授） 吉田 登 

基調講演 

■瀬戸内海における環境政策 ～きれいで豊かな瀬戸内海の実現に向けて～

環境省 水・大気環境局水環境課 閉鎖性海域対策室 室長 木村 正伸 P2 

第１セッション 

■和歌山県の藻場について

和歌山県水産試験場 企画情報部 部長 諏訪 剛 P5 

■広域的なモニタリング手法による藻場分布の把握

水産研究・教育機構 水産技術研究所 水産工学部 研究員 佐藤 允昭 P6  

■横浜ブルーカーボンの社会実装とこれから（JBE のアクション）

ジャパンブルーエコノミー（ＪＢＥ）技術研究組合 理事 信時 正人 P8 

第２セッション（ポスターセッション） 

■瀬戸内海と周辺地域の環境･経済･社会に関する研究･活動報告 P10 

第３セッション 

■海洋ごみガバナンスへの挑戦：無人島・友ヶ島から

大阪公立大学 

（一社）加太・友ヶ島環境戦略研究会 KATIES 

准教授 

代表理事 

千葉 知世 P50 

■マイクロプラスチック等の流出実態調査及び問題解決への挑戦

株式会社/一般社団法人ピリカ 研究員 土村 萌 P52 

■海洋生分解性を有するカネカ生分解性バイオポリマーGreen Planet

株式会社カネカ Global Open Innovation 企画部 幹部職 福田 竜司 P54 

第４セッション 

■ナッジを活用した環境保全〜グリーンナッジの考え方と事例紹介〜

ポリシーナッジデザイン合同会社 代表 植竹 香織 P57 

■ローカル認証～地域が創る流通の仕組み

鳥取大学地域学部 准教授 大元 鈴子 P59 

■リモート学習教材を活用した海洋環境教育 ～「うみわかまもる」プロジェクト～

NPO 法人わかやま環境ネットワーク 
（一社）加太・友ヶ島環境戦略研究会 KATIES 

理事 平井 研 P60 



瀬戸内海研究フォーラム in 和歌山の開催にあたって 

吉 田  登 

瀬戸内海研究会議理事・運営委員長 

和歌山大学教授 

瀬戸内海研究フォーラムは、1992 年、広島での第 1 回開催以来、本年で第 29 回

（2001 年と 2020 年は実施せず、2021 年はオンライン開催）を迎えます。和歌山で

の開催は、2002 年、2014 年に続き 3 巡目となります。前回 2014 年のフォーラム in

和歌山は、先月に急逝された故柳哲雄理事長が松田治理事長（当時）よりバトンを受

け継いで初めてのフォーラムとして開催させて頂きました。柳理事長への哀悼の意を

込めて思い起こす次第です。

環境の日が 6 月 5 日に定められた淵源をご存知でしょうか。今からちょうど 50 年

前、1972 年の 6 月 5 日にスウェーデンのストックホルムで“かけがえのない地球（Only 

One Earth）”をキャッチフレーズに、世界で初めての大規模な政府間会合である、国

連人間環境会議（ストックホルム会議）が開催されました。その背景には、同会議の

10 年前、1962 年にアメリカの水産生物学者レイチェル・カーソンが著した『沈黙の

春』などをきっかけとした、環境保護問題の大きな高まりがありました。その頃の日

本では公害問題が深刻化する中、このストックホルム会議の前年の 1971 年に環境庁

（当時）が発足しました。瀬戸内海環境保全特別措置法の制定は、ストックホルム会

議翌年の 1973 年です。国内外で人類が環境問題に取り組む大きなターニング・ポイ

ントになった時代です。

我ら共有の未来（Our Common Future）  

その後、オゾン層の破壊や地球温暖化、生物多様性の喪失など地球環境問題が顕在

化する中で、このストックホルム会議から 10 年後の 1982 年に、国連の会合（ナイロ

ビ会議）で日本が１つの委員会設置を提案し、2 年後の 1984 年に開かれた国連総会で

承認されました。有名な「環境と開発に関する世界委員会（ブルントラント委員会）」

です。委員会の目的は、21 世紀における地球環境の理想を模索し、その実現に向けた

戦略を策定することでした。デクエヤル国連事務総長（当時）の要請で、ノルウェー

の女性首相であったブルントラント委員長を含む 21 人の世界的な賢人（有識者）に

よって 4 年間で 8 回にわたる会合が開かれ、1987 年にその成果がまとめられたブル

ントラント委員会報告書のタイトルが、今回のフォーラムのテーマに掲げた、「我ら共

有の未来（Our Common Future）」です。



持続可能な開発（Sustainable Development）  

27 回の広島での瀬戸内海研究フォーラム（2019 年）では、瀬戸内海における持続可

能な開発目標（SDGs）がテーマに掲げられました。SDGs の 14 番目が「海洋資源の

保全」、15 番目が「陸域生態環境保全」で、ともに里海や里山に関わりの深い目標で

す。この持続可能な開発（Sustainable Development）という概念が初めて提唱され

たのが、今から 35 年前のこのブルントラント報告書でした。報告書の第 2 章には

「持続可能な開発とは、将来の世代の欲求を満たしつつ、現在の世代の欲求も満足さ

せるような開発のことである（Sustainable development is development that 

meets the needs of the present without compromising the ability of future 

generations to meet their own needs.）」との有名な定義が書かれています。その

後、ブルントラント委員会の提唱で開催された 1992 年の地球サミットにおいて「持

続可能な開発」に向けた行動計画（アジェンダ 21）が採択されました。その行動計

画の到達点を明確にするために、2000 年のミレニアム開発目標（MDGs）を経て、

2015 年の国連サミットにおいて、今、社会が目指している SDGs が採択されまし

た。その意味でブルントラント委員会とその報告書「我ら共有の未来（Our 

Common Future）」はいわば SDGs の淵源ともいえるでしょう。  

瀬戸内海から我ら共有の“未来”を考える

そこで、このブルントラント報告から 35 年目、リオ地球サミットから 50 年目とな

る 2022 年の瀬戸内海研究フォーラム in 和歌山では、「今再び、瀬戸内海から、我ら

共有の“未来”を考える」をテーマに掲げ、私たちにとってかけがえのない、瀬戸内

海の持続可能な“未来”を考える契機にしたいと思います。35 年前から環境の状況は

さらに変化し、気候変動に代表される将来の危機が顕在化する一方で、生分解性の素

材開発や、 IoT などを活用した藻場判別などの新たな取り組みなども生まれつつあり

ます。海洋プラスチックや地球温暖化の問題を含めて、未来に向けて備えるべき瀬戸

内海の危機について、またこれらの危機に対応すべく、さらにどのような取り組みが

求められるのかについて、和歌山を含むさまざまな話題提供をもとに、未来に向けて

自然科学、人文・社会科学を含む様々な智慧を交流する、知のプラットフォームの一

助となることをめざします。

まず、18 日の基調講演においては、環境省・閉鎖性海域対策室長の木村正伸様より、

「瀬戸内海における環境政策～きれいで豊かな瀬戸内海の実現に向けて～」と題して、

2021 年に法改正された瀬戸内海環境保全特別措置法の要点を中心に、ご講演いただ

きます。今回のフォーラムに各セッションにも大変関わりの深い内容です。

続く第 1 セッションは「藻場の今と未来」です。気候変動に伴う瀬戸内海の沿岸生



態系への影響については、これまで様々な知見が積み上げられ、これをもとに適応策

に関する議論が進められているところです。本セッションではその象徴としての藻場

に着目します。まず、和歌山県水産試験場の諏訪様からは、近年、藻場が直面する「磯

焼け」の問題に着目し、県南の外海部分を含めて和歌山県の藻場の現状の分布、水温

上昇や植食魚の活動による影響とこれに対応する取り組みについて解説いただきます。

水産技術研究所の佐藤様からは、ドローンや人工衛星画像を活用した広域藻場モニタ

リング手法について、ご自身が開発に携わられた貴重な経験をもとにご報告いただき

ます。JBE（ジャパンブルーエコノミー技術研究組合）理事の信時様からは、ご自身

が先導してこられた横浜でのブルーカーボンの社会実装の取組みと、今後、日本のブ

ルーカーボン事業の推進役として期待される JBE の役割や具体的事例を紹介いただ

きます。これらをもとに、藻場保全活用の今と将来を考えたいと思います。

続く第 2 セッション「瀬戸内海と周辺地域の環境･経済･社会に関する研究･活動報

告」では、短いフラッシュ口頭発表と後のポスター発表をあわせたハイブリッド形式

で、環境科学分野、経済・社会分野、海洋ごみ分野にわたり合計 35 題の幅広く、興味

深い内容の発表があります。なお、フォーラムでは優秀発表賞を設けており、選考委

員会による審査を経て、2 日目のフォーラムの最終に表彰されます。  

19 日の第 3 セッション「海洋プラごみの今と未来」では、海洋プラスチックごみを

含む海洋ごみ、漂流ごみなどの問題について考えていきます。本年 4 月、プラスチッ

クに係る資源循環の促進等に関する法律が施行されました。和歌山県でも海洋プラス

チック問題などを背景に 2021 年 4 月にごみ散乱防止条例が施行され、SDGs にも対

応してプラスチックごみの問題に取り組んでいます。このセッションでは、まず、大

阪公立大学の千葉様より、ご自身が代表を務める一般社団法人加太・友ヶ島環境戦略

研究会（KATIES）の活動を中心に、「海洋ごみガバナンス」の実践的な取り組みを紹

介いただきます。一般社団法人ピリカの土村様からは、ピリカが独自に開発されたマ

イクロプラスチック採取装置「アルバトロスセブン」によるマイクロプラスチックの

流出実態調査や、ピリカが提供するごみ流出対策サービスについて報告いただきます。

株式会社カネカの福田様からは、微生物の体内で蓄積される素材を使った、海洋での

生分解性を有するバイオポリマーの開発状況について解説いただきます。これらをも

とに、海洋プラスチックごみ対応の今と将来を考えたいと思います。

最後の第 4 セッションは「環境教育と地域づくりの今と未来」です。瀬戸内海の保

全のためには、里山から里海を含めてそこに暮らす人々の生活や行動が持続可能な様

式へと変わっていくこと、また将来を担う人材を育くむことが不可欠です。まず、ポ

リシーナッジデザイン合同会社の植竹様からは、行動経済学にもとづいて環境配慮行

動の促進を目的に用いられる「グリーンナッジ」の考え方やその具体的な手法、事例

について解説いただきます。鳥取大学の大元様からは、グローバル化が進む中でも地



域固有の環境の価値を再認識し市場を介して流通する「ローカル認証」について、米

国のコロンビア川流域におけるサーモン・セーフの貴重な事例をご自身の研究調査の

経験をふまえて紹介いただきます。NPO 法人わかやま環境ネットワークの平井様から

は、新型コロナウィルスの影響や DX 社会の進展などを背景に、動画を中心とした海

洋ごみに関するリモート学習教材を制作して海洋環境教育を実践する「うみわかまも

る」プロジェクトについて紹介いただきます。これらをもとに、持続可能な社会に向

け、人々の行動変容や環境教育の今と未来を考えたいと思います。

これらをもとに、今後さらに豊かな瀬戸内海の再生と地域づくりへと活かしてゆく

方策について、文化的・社会的・自然科学的な観点から幅広く議論する場にしたいと

思います。

 最後に、本フォーラムに共催、協賛、後援をいただきました各団体各位、お世話い

ただきました関係者の皆様に心より感謝申し上げます。



基 調 講 演 

瀬戸内海における環境政策  

～きれいで豊かな瀬戸内海の実現に向けて～ 

木村 正伸 

環境省 水・大気環境局水環境課 閉鎖性海域対策室長 
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瀬戸内海における環境政策～きれいで豊かな瀬戸内海の実現に向けて～ 

 

木村 正伸  

環境省水・大気環境局水環境課 閉鎖性海域対策室長  

瀬戸内海では、湾・灘ごと、更には湾・灘内の特定の海域において、赤潮の発生な

ど栄養塩類の増加が原因とみられる課題と、ノリ等の色落ちなど栄養塩類の減少が原

因とみられる課題が入り組んで存在しているおり、これらを同時に解決することが求

められている。このことから、環境省をはじめとした国や関係府県において調査研究

が進められ、中央環境審議会において科学的知見の整理や各種課題への対応方策等が、

令和２年（2020 年）３月の中央環境審議会答申として取りまとめられた。その後、同

審議会において「瀬戸内海における特定の海域の環境保全に係る制度の見直しの方向

性」について意見具申が令和３年（2021 年）１月になされ、これらを踏まえ、瀬戸内

海環境保全特別措置法（以下、「瀬戸法」という。）の改正法が令和３年（2021 年）

６月に成立・公布され、令和４年（2022 年）４月に施行されたところである。  

今般の法改正内容は大きく４点ある。  

第一に、窒素や燐といった植物の栄養となる成分（栄養塩類）の不足等によるノリ

の色落ちが生じている状況が一部海域において生じていることへの対応。関係府県知

事が栄養塩類の管理に関する計画を策定できる制度を創設し、周辺環境の保全と調和

した形で一部の海域への栄養塩類供給を可能にし、海域ごと、季節ごとのきめ細かな

管理を行えるようにすることで、水環境の保全を図りつつ、生物の多様性の恩恵とし

ての、将来にわたる多様な水産資源の確保に貢献することを目指す。  

第二に、藻場・干潟等の保全・再生・創出の取組の促進。再生・創出された藻場・

干潟等や沖合に成立している藻場まで自然海浜保全地区の指定対象を拡充するように

した。これにより、地域における環境保全活動を促すとともに、温室効果ガスの吸収

源、いわゆるブルーカーボン（海洋生態系による炭素固定）としての役割も期待され

る藻場の保全を進める。「きれいで豊かな海」の実現に向けては、第一に記した栄養

塩類の管理のほか、生物の産卵場所、生息・生育の場としても重要な藻場・干潟・浅

場等の保全・再生・創出、底質の改善等を両輪として実施する必要がある。  

第三に、海洋プラスチックごみを含む漂流・漂着・海底ごみ（以下、「漂流ごみ等」

という。）の対策。環境省が実施している漂着ペットボトルを言語表記別に分類する

調査において、瀬戸内海関係の地点では、９割以上が日本語表記であり、そのほとん

どが国内由来である可能性が示唆されている。すなわち、陸域を含む瀬戸法対象地域

において、発生抑制や海域に流れ出す前に回収する取組を強化することが重要である。

このため、国と地方公共団体の責務として、内陸地域も含め、海洋プラスチックごみ

を含む漂流ごみ等の除去・発生抑制等の対策を連携して行う旨を規定した。  

第四に、気候変動による水温上昇等の影響について。瀬戸内海において生じている

ノリの色落ちや、藻場・干潟の減少等の問題には、気候変動による水温の上昇やこれ

にともなう植物プランクトンの種組成の変化、南方系魚種の生息域拡大も影響してい
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ることが明らかになっている。瀬戸内海の環境の保全は、気候変動による水温の上昇

その他の環境への影響が瀬戸内海においても生じていること及びこれが長期にわたり

拡大するおそれがあることも踏まえた対応が必要であることから、この観点を法律の

基本理念に追加した。  

瀬戸法改正を受け、環境省は政省令の改正を行うとともに、瀬戸法に基づく瀬戸内

海環境保全基本計画の変更が令和４年２月 25 日に閣議決定された。瀬戸内海環境保全

基本計画においては、瀬戸内海の水質改善から地域の実情に応じた里海づくりへの転

換が図られ、基本的な施策として①水質の保全及び管理並びに水産資源の持続可能な

利用の確保、②沿岸域の環境の保全、再生及び創出、並びに自然景観及び文化的景観

の保全、③海洋プラスチックごみを含む漂流ごみ等の除去・発生抑制等、④気候変動

等への対応を含む環境モニタリング、調査研究等の推進、⑤基盤的施策の着実な実施、

の５つがあげられている。  

今年度以降は関係府県知事により、基本計画に基づく府県計画の変更が進められる

こととなる。また、中央環境審議会答申においてうたわれている「令和の里海づくり」

に向けた様々な取組が進められることが期待されるなか、環境省では今年度より、栄

養塩類管理計画策定にあたっての補助金を用意するとともに、里海づくりに関するモ

デル事業を実施しており、地域での取り組みの支援に努めたいと考えている。それぞ

れの地域で様々な課題があるなか、環境省と各府県との間で、密にコミュニケーショ

ンを図りながら、きれいで豊かな瀬戸内海の実現に向けて取り組んでまいりたい。
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第１セッション 

藻場の今と未来 

座長 井伊 博行 

和歌山大学システム工学部 教授 

講 演 

(1) 「和歌山県の藻場について」

諏訪 剛 

和歌山県水産試験場 企画情報部長 

(2) 「広域的なモニタリング手法による藻場分布の把握」

佐藤 允昭 

水産研究・教育機構 水産技術研究所 水産工学部 研究員 

(3) 「横浜ブルーカーボンの社会実装とこれから（JBE のアクション）」

信時 正人 

ジャパンブルーエコノミー（ＪＢＥ）技術研究組合 理事 

ー 4 ー



和歌山県の藻場について 

  諏訪 剛

和歌山県水産試験場

藻場とは海藻が茂る場所のことです。藻場には多様な生物種の保全や水質浄化など、

様々な機能があり、特に最近は CO2 吸収の面からも注目されております。主な種類と

して、カジメ類（コンブの親戚）が主体のカジメ場（図１）、ホンダワラ類が主体の

ガラモ場（図２）などがあります。近年、藻場が衰退し、これが原因で漁師さんが漁

獲する魚や貝が減ってしまう「磯焼け」という問題が起きて

います。磯焼けが起きるメカニズムとしては、高水温・貧栄

養の海水により海藻の生産力が低下したところへ、海藻を食

べる魚類やウニ類の食圧が相対的に高まり、やがて逆転し、

海藻の消失につながると考えられています。

和歌山県沿岸には各地に様々な藻場が分布しております。

本県の水産業上、特に重要な藻場としてカジメ場があります。こ

れは、カジメ場に生えるカジメ類がアワビ類の重要な餌になり、

カジメ場が衰退するとアワビ類も減ってしまうためです。一方、

和歌山県沿岸は、黒潮の影響を強く受けますが、黒潮系の海水は、

高水温・貧栄養という特徴があります。また、海水が温かいと、

ブダイなど、カジメ類をよく食べる魚が冬になっても活動を弱め

ず、海藻を食害する期間が長くなるため、これも磯焼けを促進さ

せる要因になっていると考えられています。

平成 29 年の夏以降、和歌山県南沖の黒潮は大きな蛇行が続いており、黒潮大蛇行期

と呼ばれる期間に入っています。潮岬沖の黒潮が蛇行すると、黒潮の流れの一部が駿

河湾沖で反転し、熊野灘に流れ込みやすくなります。このため、熊野灘が黒潮系の高

水温・貧栄養な海水の影響を受けやすくなり、同海域では磯焼けが問題化しています。

近年、熊野灘におけるカジメ場は大きく衰退しております。また、同海域ではヒジキ

漁獲量も減少していますが、その原因の一つとして、高水温によるヒジキの生育不良

が考えられています。漁獲時期になってもヒジキが伸びず、刈り取りを見合わせる地

先もあります。

磯焼けへの対処として、一部の地先では、漁業者が自らウニ類を駆除する取り組み

がなされています。また、ヒジキ漁場の造成技術として、従来からなされてきた磯掃

除やスポアバックに加え、ヒジキ種苗の効率的野外展開の手法も現場に取り込まれつ

つあります。水産試験場では、海藻を食害するブダイを効率的に漁獲するため、刺し

網と呼ばれる捕獲道具を設置する場所の検討を行ってきました。今年度からは、植食

性魚類の食害が少ない早春季に急成長し、食用としても有望視されるアカモクによる

藻場造成技術にも取り組み始めています。

図１  カジメ場  

図２  ガラモ場

第１セッション（１）
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広域的なモニタリング手法による藻場分布の把握  

佐藤 允昭

水産研究・教育機構 水産技術研究所

（本文）近年、磯焼けは全国的に進行し、急激に藻場の衰退や消失が起こっている。

気候変動やそれに伴う植食動物の摂餌の活発化による藻場の分布の変化は広範囲に及

ぶため、市町村、都道府県単位で確認が必要となる。昨今、人工衛星、航空機、無人

航空機（ドローン等）による空中写真から広域の海洋環境を把握する技術が飛躍的に

発展し、広域的に藻場の分布や広がりを把握する良く用いられるようになってきた。

発表者は水産基盤整備調査委託事業「藻場回復・保全技術の高度化検討調査」におい

て、ドローン及び人工衛星の空中写真を用い、広域的な藻場分布を把握するための調

査をおこなってきた。本発表では太平洋岸の大分県名護屋湾及び相模湾西岸を対象に

ドローン及び人工衛星の空中写真から判別した藻場分布について報告する。

発表者らは 2019 年 2

月に大分県名護屋湾の波

当津地先においてドロー

ンによる空中撮影及び潜

水による現地データ取得

を行い、教師付き分類に

よ り 藻 場 分 布 を 判 別 し

た。この空中写真から褐

藻類のクロメ、紅藻類と

いった分類群毎及び被度

毎の藻場分布を高い精度

で判別できた（正答率：分類群毎=83%、被度毎=83%）（図 1）。また、神奈川県の相

模湾西岸の真鶴町地先で 2019 年 9 月及び 2020 年 10 月に同様にドローンで撮影し、カ

ジメ場の分布を判別した（正答率：2019 年=87%、2020 年=72%）。この結果では、2019

年 9 月に広く分布してい

たカジメ場が、2020 年 10

月には磯焼けにより大き

く減少したことが確認さ

れた（図 2）。  

図 1. ドローン画像から判別された大分県名護屋湾波当津

地先の分類群毎（左）及び被度毎（右）の藻場分布

図 2. ドローン画像から判別された 2019 年と 2020 年の神

奈川県真鶴町地先の藻場分布

第１セッション（２）
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また、各地域の 2 時期の衛星写

真を用いて、より広域の藻場分布

の変化を調べた。名護屋湾では、

2014 年 11 月と 2016 年 5 月の藻場

分布を判別した（正答率：2014 年

=83%、2016 年=96%）。撮影時期

の違いがあるがほとんど藻場の面

積に変化はなかった（図 3、2014

年 :133.7ha、2016 年：134.9ha）。

一方、神奈川県の相模湾西岸では

2012 年 11 月と 2017 年 11 月の藻

場分布を推定した（正答：2012 年

=82%、 2017 年=84%）ところ、 5

年間の間に藻場面積が減りつつあったことが明らかになった（図 4、2012 年 :72.5ha、

2017 年：57.3ha）。  

ドローン及び人工衛星の空中写真を

用いることで広域の藻場分布を把握す

ることができた。一方、各手法の適し

た範囲や利点、欠点があり、それぞれ

の特徴を「広域藻場モニタリングの手

引き」（水産庁が公表）*に整理してい

る。この内容についても本発表で報告

したい。

*水産庁 指針・ガイドライン

https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_gideline/ 

図 3. 衛星画像から判別された大分県名護屋湾

の 2014 年及び 2016 年の藻場分布

図 4. 衛星画像から判別された大分県名護屋

湾の 2014 年及び 2016 年の藻場分布  

第１セッション（２）
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信時 正人

ジャパンブルーエコノミー技術研究組合理事

ヨコハマ SDGs デザインセンターセンター長他

2011 年横浜市はブルーカーボン事業を開始した。そこに至る経緯と、その内容、更

に現在、日本のブルーカーボン事業を下支えする、 JBE（ジャパンブルーエコノミー

技術研究組合）の役割や具体的事例に関して述べることとする。

横浜市は 2008 年に内閣府から環境モデル都市に指定された。私は、当時、横浜市の地

球温暖化対策を決めていく組織に身を置いていた。そこでは、いろいろと特徴ある施

策を提案したが、その中で、1000 社以上に及ぶ企業団地が立地する金沢区における 21

世紀型の環境施策（新事業の創生）、と自治体同士のアライアンス、ということが、

その後の、ブルーカーボン事業につながった。後者としては、山梨県道志村には横浜

市として 2800ha に及ぶ水源林を持っているが、山梨県、道志村と横浜市の三者の研究

会を組織して森林による二酸化炭素クレジット創出を試行した。横浜市内企業にそれ

を購入してもらい森林によるクレジットを市の地球温暖化対策の一環とした。その後、

私自身が地球温暖化対策の責任者となった際に、森林での経験をもとに、目の前にあ

る海を横浜市の温暖化対策の一つの方策として活用する可能性がないのか、という発

想がわき、調べたところ、2009 年に UNEP（国連環境計画）がブルーカーボンを提唱

し始めたという情報を得たため、種々検討の結果、海でのカーボンオフセット事業を

始めることとした。環境モデル都市申請の際に、21 世紀型の環境施策のモデル地域に

したい、としていた、金沢区にある八景島シーパラダイスのセンターベイにて、2011

年、ブルーカーボン事業を開始することとした。クレジット創出にあたっては、ワカ

メ栽培によるクレジット創出（フードマイレージ）と海水熱による空調の効率化によ

るクレジット創出の合わせ技とし、横浜ブルーカーボン事業と名付けた。自治体がや

ることでもあるため、市民と

の連携という事が必要だった

が、最初に国際トライアスロ

ン協会さんの申し出があっ

て、出場するアスリートにク

レジットを買っていただく仕

組みを創出した。一人、数百

円の負担で、会場までに来る

移動による二酸化炭素をオフ

セットする仕組みとした。国

際トライアスロンに出場する

海外からのアスリートなど

第１セッション（３）

横浜におけるブルーカーボンの社会実装とこれから 

JBE の役割 
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は、自分が競技する海域の環境が

これで守られるのだ、という意識

を強くお持ちのようで、最初から

100％の支払いに応じて頂けた。世

界には、グリーントライアスロン

（横浜で行うトライアスロン大会

は二酸化炭素排出がゼロである）

という形での PR にもなっていっ

た。その後、クレジットの創出者

も増え、それとともに、購入者も

増えていった。小さな経済が回り

始める感じであった。

横浜市として、ブルーカーボンの活性化を目指して、他自治体への啓発も含めて、ブ

ルーカーボン推進会議を二回に亘って開催し、多くの自治体との連携も図ったことも

あった。横浜では横浜産コンブの商品化を検討する民間企業もあり、ブルーカーボン

の進展に資する商品開発の萌芽も見られる。

国交省認可の JBE（ジャパンブルーエコノミ―技術研究組合）が 2020 年に設立された。

ブルーカーボンの日本における発展にのための仕組みとして機能させていく事にな

る。それまでは横浜市が他自治体のクレジット認証も行っていたが、 JBE が肩代わり

し多様な主体の巻き込みを図っていくことになる。ブルーカーボンに関するより先進

的な研究、技術の開発、人の育成等を目指して積極的に動いていく事になる。関心を

持つ民間企業との連携にも力を入れていく。

各地で海洋活用に興味のある自治体の動きも目だってきている。ＳＤＧｓの世界にも

対応のできる海からのプロジェクト開発に資していく事になる。

第１セッション（３）
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第２セッション（ポスターセッション） 

瀬戸内海と周辺地域の環境･経済･社会に関する 

研究･活動報告 

座長 江種 伸之 

和歌山大学システム工学部 教授 
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（注）「*」は、ポスター賞審査対象者：学生または 40 歳未満の発表者（指導者を除く）を示します。 

A. 環境科学分野

1 香川県小豆島におけるクロダイによるノリ食害と環境要因との関係

梶原 直人 (国研)水産研究・教育機構水産技術研究所廿日市拠点 … P14 

2 貝殻を利用したクエ種苗の放流保護育成礁の開発

* 宝田 和磨 海洋建設株式会社 … P15 

3 尼崎運河での鋼矢板製直立護岸での生き物住まいづくり WS 
* 松尾 優輝 徳島大学 理工学部 … P16 

4 底質細菌の解毒能力とアマモ場規模の相関

* 園部 琢巳 和歌山工業高等専門学校 専攻科エコシステム工学専攻 … P17 

5 貝殻魚礁を使用したヒロメ移植の事例

* 山本 竜史 海洋建設株式会社 … P18 

6 UAV を用いた瀬戸内海島嶼沿岸部における藻場空間分布の解析 
* 秋永 拓弥 岡山大学大学院環境生命科学研究科 … P19 

7 モンテカルロ法を用いた食物連鎖モデルによる播磨灘の栄養塩類増加による生態系への影響評価

* 古賀 佑太郎 （公財）ひょうご環境創造協会兵庫県環境研究センター … P20 

8 大阪湾における公共用水域水質測定（大阪府）と広域総合水質データによる窒素類の現存量と
負荷源寄与の長期変動

牧 秀明 国立研究開発法人 国立環境研究所 … P21 

9 児島湾周辺海域における海底耕耘の実証試験

* 乾 元気 岡山県 農林水産総合センター 水産研究所 … P22 

10 大阪湾流域における溶存栄養塩流出量に及ぼす降雨イベントの影響評価
：水文水質モデルを用いた高頻度解析

* 王 崑陽 広島大学 先進理工系科学研究科 … P23 

11 大和川支流域での高頻度水質モニタリングに基づく栄養塩流出特性の評価

齋藤 光代 広島大学 大学院先進理工系科学研究科 … P24 

12 播磨灘における海底泥からの栄養塩溶出の四季変動：栄養塩供給源として何割を占めるのか？

* 中國 正寿 香川大学 農学部  … P25 

13 瀬戸内海東部播磨灘における堆積物中の生元素から見た鉛直分布

* 大井 惇誠 香川大学 農学部 … P26 

14 河口湿地帯の大気および水面における二酸化炭素フラックスの観測

* 山里 輝 大阪公立大学工業高等専門学校 総合工学システム専攻 … P27 

15 大阪湾沿岸部における二酸化炭素分圧の空間分布

大谷 壮介 大阪公立大学工業高等専門学校 総合工学システム学科 … P28 

16 瀬戸内海の COD に占める外洋起源有機物の割合 
* 鹿島 千尋 大阪大学大学院 工学研究科地球総合工学専攻 … P29 

17 和歌川河口干潟における巻貝類の重金属類蓄積

久保 和子 元 和歌山大学システム工学研究科 … P30 
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（注）「*」は、ポスター賞審査対象者：学生または 40 歳未満の発表者（指導者を除く）を示します。 

B. 経済・社会分野

18 高松盆栽の認知度向上を目指す取り組み～香川大学 Bonsai Girls Project を事例として～ 
* 永野 由 香川大学 経済学部 … P31 

19 伝統工芸品を活用した地域振興への取り組み～香川大学 KAGAWA Maker を事例として～ 
* 岡 希美 香川大学 教育学部 … P32 

20 港湾施設を活用した商業施設における魅力発信について〜香川大学 Kitahama Lab を事例に〜 
* 山本 心優 香川大学 創造工学部 … P33 

21 大学生による離島振興の取り組み～香川大学直島地域活性化プロジェクトを事例として～

* 岡田 侍大 香川大学 経済学部 … P34 

22 過疎化が進む島嶼部における地域活性化に向けた取り組み～香川大学小豆島プロジェクトを事例として～

* 関屋 京平 香川大学 経済学部 … P35 

23 地域ミュージアムを中心とした地域活性化に向けた取り組み
～香川大学さかいで沙弥島プロジェクトを事例として～

* 坂本 華美 香川大学 創造工学部 … P36 

24 世代間交流の促進による地域活性化の取り組み～香川大学佛生山らぼプロジェクトを事例として～

* 門脇 優夢 香川大学 経済学部 … P37 

25 兵庫県赤穂と香川県中讃の塩田に関する比較考察

* 小野 愛実 近畿大学 工学部 … P38 

26 関前諸島岡村島の空間構成に関するフィールド研究

* 吉田 真子 近畿大学 大学院システム工学研究科 … P39 

27 瀬戸内における歴史的地域構造に関する研究

樋渡 彩 近畿大学 工学部 … P40 
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（注）「*」は、ポスター賞審査対象者：学生または 40 歳未満の発表者（指導者を除く）を示します。 

C. 海洋ごみ分野

28 瀬戸内海各地における水質と生分解性ブラスチックの海洋生分解性との関係

中山 敦好 （国研）産業技術総合研究所 … P41 

29 AI を用いた河川プラスチックごみの定量モニタリング 
* 安達 智哉 大阪大学大学院 工学研究科地球総合工学専攻 … P42 

30 泉佐野市における散乱ごみの現況調査

* 佐々木 望 和歌山大学院 システム工学部 … P43 

31 瀬戸内海東部におけるマイクロプラスチックの分布と組成の季節変化と特徴

* 西田 海晴 香川大学 農学部 … P44 

32 ごみから海を考える：ごみ散乱状況調査とごみ箱設置社会実験に基づくごみの散乱防止効果の分析

* 佐野 巧実 和歌山大学 システム工学部 … P45 

33 真庭市におけるナッジを活用したプラスチックごみ削減事業の効果検証

* 金子 紋子 株式会社環境管理センター … P46 

34 瀬戸内海の海洋ごみ問題の解決への中高生の挑戦～「シビックテック」を活用した実践～

* 川西 天佑 山陽学園高等学校 地歴部 … P47 

35 "地域と連携した海ごみ問題への取り組み〜香川大学学生 ESD プロジェクト SteeeP を事例として〜" 
* 松下 千華 香川大学 経済学部 … P48 
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Evaluation of climate change impact on dissolved nutrient loading in a 
catchment of Osaka Bay by a weekly-based hydrological model 

1, 1, 1, 2

1 , 2  

Over the past few decades, with the development of remote sensing technology, the 

capability of catchment models to reproduce spatial patterns has been great enhanced. 

However, the improvement the temporal pattern has not significantly enhanced. For a 

water-quality model, in most cases, researchers are forced to perform modeling work in 

monthly usually due to insufficient data volume of observation data to meet the needs of 

daily pattern. But monthly-based model which may underestimate the peak nutrient loadings 

during rainfall events.  

Osaka Bay is a part of the Seto Inland Sea and shows the worst water quality in this 

sea, and among the major rivers inflowing to Osaka Bay, the Yamato River shows the worst 

water quality. With the gradual improvement of sewage treatment facilities, wastewater 

from domestic and industrial sources has gradually decreased. But non-point source (NPS) 

pollution from agriculture could adversely affect the environment as the climate changes in 

the future. Moreover, due to global warming, higher surface temperature will bring more 

intense rainfall events. Thus, it is urgently needed to analyze the impact of climate change 

on environmental pollution using models with high temporal accuracy. 

Soil and Water Assessment Tool (SWAT) is a catchment-scale hydrological model 

and is good at estimate peak predictions and agriculture impact. General circulation models 

are a class of computer-driven models for weather forecasting, understanding of climate, 

and for projecting climate change. This study estimated dissolved nutrients loadings in 

Yamato River catchment by SWAT, which based on weekly water-quality observation data, 

and predicted the climate change impact on future NPS pollution under the scenario of 

current greenhouse gas emissions situation. 

Results shows (1) the 

weekly-based model has better performance 

than monthly-based model on the aspects of 

reflected the peak values influenced by 

weather conditions; (2) maximum daily 

nitrogen loading sustained increase in 

2030s, 2040s and 2050s, and phosphorus 

loading will sustained increase until 2080s. 

Seeking the balance of carbon-nutrients in 

catchment scale will be a future topic. 

Table. Forecast of maximum daily loading
in each decade (unit: tons/day) 

Ages NO3-N Dissolved PO4-P 

2019~2021 27.36 11.14 

2030s 30.08 (1) 18.99 (2) 

2040s 34.23 (1) 22.06 (3) 

2050s 42.85 (2) 24.25 (2) 

2060s 29.45 (1) 25.02 (4) 

2070s 37.52 (3) 29.27 (4) 

2080s 34.87 (3) 32.72 (6) 

(): number of exceeded historical peak (2019~2021) 

A.
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第３セッション 

海洋プラごみの今と未来 

座長 山本 祐吾 

和歌山大学システム工学部 准教授 

講 演 

(1) 「海洋ごみガバナンスへの挑戦：無人島・友ヶ島から」

千葉 知世 

大阪公立大学 准教授 

（一社）加太・友ヶ島環境戦略研究会 KATIES  代表理事

(2) 「マイクロプラスチック等の流出実態調査及び問題解決への挑戦」

土村 萌 

株式会社/一般社団法人ピリカ 研究員 

(3) 「海洋生分解性を有するカネカ生分解性バイオポリマーGreen Planet」

福田 竜司 

株式会社カネカ Global Open Innovation 企画部 幹部職 
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海洋ごみガバナンスへの挑戦：無人島・友ヶ島から 

千葉 知世 

大阪公立大学現代システム科学研究科 准教授 

一般社団法人 加太・友ヶ島環境戦略研究会（KATIES）代表理事 

波打ち際の岸壁に「閼伽井」と刻まれた碑がある。紀淡海峡に浮かぶ無人島群「友ヶ島」、

そのうち沖ノ島から虎島へ渡る岩場に佇む石碑である。友ヶ島には、日本古来の自然崇拝と

山岳信仰を根幹とする修験道の行所がいくつ

も残る。かつて修験者は、閼伽井で身を清めた

のだろう。だが、いま閼伽井の石碑の眼前にう

ち並ぶのは、劣化したペットボトルである。島

を訪れる者が捨てていったとは考えにくい。島

で生活する者もない。どうやら海から流れ着い

たらしいが、厖大な量だ。それは自然と人間を

隔てる壁のようである（千葉 2021）。 

大阪湾の海洋ごみ問題に取り組む

大阪湾のごみの実態はよく把握されているとは言い難い。現在、様々な研究機関や地方

自治体が、大阪湾の海洋ごみの実態解明に向けて調査に取り組んでいる。筆者が代表を務

める一般社団法人加太・友ヶ島環境戦略研究会（KATIES, ケイティーズ）でも、他研究機

関と連携しつつ、大阪湾の海洋ごみの全体像の把握に向けて調査に取り組んでいる。

こうした科学的知見の蓄積が問題改善に向けて不可欠なのは自明である。しかしながら、

科学だけで問題は解決できない。科学は大阪湾のごみの量や流出入の動態を解明し、マイ

クロプラスチックによる人体への影響リスクを説明するかもしれない。だが、それをどう

受け止め、誰がいつ何をするかを決めるのは社会の役割である。社会とは大阪湾の海洋ご

み問題に関わるステークホルダー、すなわち流域圏の自治体、研究機関、企業・事業者、住

民を含むあらゆる主体である。これら主体が互いに議論し連携しながら、問題の改善に取

り組み続けていく仕組みが要る。それが「海洋ごみガバナンス」である（千葉 2021）。 

「海洋ごみガバナンス」の実践に向けて、大阪湾で小さな試みを始めた。大阪湾は閉鎖

性海域であり、相対的に外海との物質循環が起こりにくい。仮に大阪湾のごみの多くが流

域圏由来であるとすれば、海洋ごみの収支とマテリアルフローを踏まえた対策シナリオの

提示が可能となるかもしれない。もしその対策が実行され、実効を奏すれば、いつか今よ

りきれいな大阪湾を見られるかもしれない。閉じているからこそ描ける将来像がある。

象徴としての友ヶ島

KATIES が友ヶ島を活動拠点としているのは、そこが大阪湾の海洋ごみ問題を象徴する

からである。友ヶ島は瀬戸内海国立公園の一部として貴重な自然景観と生態系を有してお

り、歴史的価値の高い戦時遺跡も残るため、地元・加太や和歌山市にとって重要な観光資

源を提供している。また、修験道の聖地・葛城山系の西端であり宗教的な重要性も高い。し

かしながら、島内の海岸には漂着物が散乱し景観の損失が深刻である。友ヶ島の対岸・加

閼伽井の碑前 2020 年 7 月 
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友ヶ島にたどり着く漂着物の流出源や経路の詳細は現時点では不明であり、今後の研究

結果を俟たねばならない。だが、これまでに KATIES が実施した調査においても、大阪府、

兵庫県、奈良県等から排出されたと思しき漂着物が様々に見つかっている。大阪湾の潮流

からしても、一定割合は大阪湾流域圏で排出されたものと想定して誤りではなかろう。無

人島・友ヶ島は、沿岸都市域から海を隔て、流域圏の経済活動からある種の中立性を保ち

ながら、大阪湾海洋ごみ問題を多面的に映し出している。

市民科学を育て、対話を促す

KATIES は、多様な分野の専門家、弁護士、環境 NPO、様々な企業の会社員、アーティ

ストなどのメンバーに加え、地元・加太の代表者で構成されている。主な活動の一つは友

ヶ島や流域圏における散乱ごみ・漂着物調査である（2020 年 9 月～現在）。この調査はごみ

問題の科学的理解に向けたデータ取得を主目的としているが、同時に、流域圏の主体に向

けた教育と相互交流の機会を提供する場でもある。調査には外部からの参加を積極的に受

け入れているほか、自治体や企業との協業イベントとして実施したり、アートとのコラボ

レーションを取り入れたりしている。これまで、述べ 1000 人近い流域圏の人々が「市民科

学者」として調査に参加してきた。調査を通した市民科学の育成と対話の場の提供は、海

洋ごみガバナンスの土壌を醸成する重要な活

動と認識している。KATIES ではこの調査イベ

ントを MIGO（「ミーゴ」、「ごみ」を逆さにし

た造語）と愛称している。一度捨てたはずのご

みに、遠く離れた海や川で「再会」することで、

他人事であった海洋ごみ問題を脱構築し、自

らの生活やビジネスを見つめ直してもらえる

のではないかと期待している。科学や創作行

為の本来的な純粋性は、対等な立場での他者

との心的交流を容易化しているようにも見え

る。

海洋ごみを軸とした地域循環共生圏の創設

ごみ問題は、大阪湾での「地域循環共生圏」（環境省 2018）の創出に格好の題材とも思

われる。関西圏にはプラスチック産業はじめ高いものづくり技術を有する企業が拠点を有

する。資源循環の技術システムとサーキュラー・エコノミー（技術）、主体間の役割分担と

コスト配分を含む社会システム（政策）、そして、地域の環境影響の低減と価値の創造、市

民・コミュニティ参画（地域）という 3 つの柱を軸とした循環共生圏の青写真を、様々な

主体との議論の中で描いていきたいと考えている。

環境省（2018）第五次環境基本計画． 

千葉知世（2021）海洋ごみガバナンスへの挑戦：ポスト・プラスチック社会を求めて．日本学士会

ACADEMIA, 183, 81-97. 

MIGO in 友ヶ島 2021 年 6 月 
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も、すぐに元通りになってしまう」と話す。



マイクロプラスチック等の流出実態調査及び問題解決への挑戦

土村  萌

株式会社 /一般社団法人ピリカ  

① 深刻化する海洋プラスチック問題

世界的なプラスチックの生産量の増大に伴い、消費・廃棄されるプラスチック量も

増えたが、その一部はポイ捨てや不法投棄等が原因で不適切に自然界へ流出されてし

まう。陸域・河川などの環境中に流出したプラスチックの行き着く先は海であり、年

々海洋への流出量が増えている。海洋に流出したごみの回収は極めて困難であり、不

可逆的な問題であることから、気候変動と同様に取り返しがつかなくなる前の対策が

非常に重要である。

② マイクロプラスチックの流出実態把握

我々、株式会社 /一般社団法人ピリカは、科学技術の力であらゆる環境問題を克服す

ることを目指す組織であり、特にプラスチックごみの自然界流出問題に注力して事業

を展開してきた。我々の提供するサービスの１つとして、マイクロプラスチック調査

があり、プラスチックの海洋流出の経路・メカニズムおよび流出しているプラスチッ

クの詳細の解明を目的として調査を実施してきた。従来、海洋で主流であったマイク

ロプラスチック調査手法では、船を出し

て網を牽引する必要があったことから、

調査のコストが高く、浅い川・狭い川や

流れの無い場所では調査ができないとい

う課題があった。そこで、我々はバッテ

リー駆動のスクリューで水をネットに流

し込むことができる動力通水型の小型調

査装置「アルバトロスセブン」を開発した。

アルバトロスは河川・海洋・湖沼いずれの水域環境においても同様な手法で、かつ

短時間・低コストで調査を実施できることから国連環境計画のメコン川流域における

プロジェクトをはじめ海外でも導入され、世界最大級のマイクロプラスチック調査網

となっている。

瀬戸内海においても、大阪府、兵庫県、岡山県等の地域でアルバトロスを用いてマ

イクロプラスチックの採取を行った。採取されたサンプルを分析し、流出製品の推定

に取り組む中で、人工芝やコーティング肥料の流出も新たに発見した。 

図 1 ピリカが保有するマイクロプラス
チック採取装置「アルバトロスセブン」
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図 2 流出が確認されたマイクロプラスチック製品（左：人工芝、右：コーティング肥料） 

③ 問題の根本的解決に向けて〜ピリカが提供するごみの流出対策事業〜

このようにごみの流出実態やメカニズムを把握し、問題を解決するにあたって実際

に必要な要素は 4 つあると我々は考える。それは、1. 流出するごみの量を正確に計測

する  2. 流出するごみの量を抑制する 3. 回収されるごみの量を正確に計測する  4. 回

収されるごみの量を増やすということである。我々は、この 4 領域の課題を解決する

サービスや事業を生み出し、世界中に普及させることで、ごみの自然界流出問題を克

服したいと考える。現状提供しているサービスの 4 領域における位置付けは図 3 の通

りであるが、瀬戸内海の自然環境を保全し、ごみの流出対策を促進するには、このよ

うに流出・回収の実態を把握し、解決に向けたアクションを実行することが不可欠で

ある。弊社はこれからも地域のごみ流出問題の根本的解決に向けて、自治体、団体、

企業等様々なステークホルダーと連携し、回収促進、流出を未然に抑止する技術の開

発や再資源化等、新たな調査研究や活動・サービスの展開にも努めていきたい。

図 3 ピリカが提供するごみの流出対策サービスの位置付け 
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海洋生分解性を有するカネカ生分解性ﾊﾞｲｵﾎﾟﾘﾏｰ Green Planet®

福田 竜司 

株式会社カネカ 

１．はじめに 

プラスチックは、日常生活において幅広く利用されているが、不適正な処理によ

って環境中に放出されるプラスチック製品による海洋汚染が、国際的に問題視され

ている。1 年間に約 800 万トンのプラスチック廃棄物が陸域から海に流入している

との報告があり１ ）、海洋に流出したプラスチックのマイクロプラスチック化による

生態系への影響も懸念されている。このような国際的な関心の高まりを背景に、

G20 大阪サミットでは、2050 年までにプラスチックごみによる新たな海洋汚染を

ゼロにする国際目標「大阪ブルーオーシャン・ビジョン」が共有された。国内では、

海洋プラスチックごみ問題への対処と持続可能な社会を実現し、プラスチックの資

源循環を推進するために「プラスチック資源循環戦略」が策定され(2019 年)、2030

年までにバイオマスプラスチックを約 200 万トン導入するマイルストーンが示さ

れた。2021 年には、「バイオプラスチック導入ロードマップ」が策定され、バイオ

マスプラスチック、生分解性プラスチックの総称であるバイオプラスチックが注目

されている。カネカはバイオマス由来であり、海水中でも生分解性を有するカネカ

生分解性ポリマーGreen Planet®（以下、Green Planet®）の開発を通じ、これらの課

題解決への貢献を目指している。 

２．微生物によって産生される Green Planet®

Green Planet®は植物油を原料に、微生物の体内で蓄積される素材であり、これを

取り出すと、石油由来のプラスチックと同様に、様々な形に成形できる。微生物は

Green Planet®をエネルギーの貯蔵物質として蓄積し、飢餓状態になると、菌体内に

持つ分解酵素で Green Planet®を分解し、エネルギーを得ている。図１に微生物体内

に蓄積された Green Planet®の電子顕微鏡写真示した。写真のだ円状物の内部の白

い部分が菌体内に存在する Green Planet®顆粒である。カネカは生産能力 5000 トン

／年の Green Planet®実証プラントを有しており、2024 年には 2 万トン／年に能力

増強する計画である。 

３．Green Planet®の生分解性

生分解性とは、単にプラスチックがバ

ラバラになることではなく、微生物の働

きにより、最終的には二酸化炭素と水と

なって自然界へと循環していく性質であ

る。 Green Planet®は海水中や土壌中の環

境で微生物によって、最終的には水と二

酸化炭素 に生分解され、日本、欧州、米

図１．だ円状の微生物体内に蓄

積された Green Planet®
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国において生分解性の認証

を取得しているグレードが

ある。 

図２に Green Planet®成形

品（フォーク）の土中での生

分解の様子を示した。対象と

して PP 及び木製のフォーク

と比較した。5 か月後、PP は

ほとんど外観が変化してい

ないが、木と Green Planet®の

フォークは、分解が進行し、

外観が変化している。特に、

Green Planet® は ほ と ん ど 消

失した。 

図３に Green Planet®製ストローの海水中での分解の様子を示した。時間ととも

に外観が変化し、分解が進行していることが観察された。 

４．Green Planet®の用途

Green Planet®の用途例を図４に示した。Green Planet®は石油由来の熱可塑性樹脂

と同様の成形加工が可能である。欧州ではコンポスト袋や野菜・果物袋、コーヒー

カプセルなどに採用され、国内ではストロー、カトラリー、化粧品容器、ショッピ

ングバック、発泡成形品などに採用され使用量が増加している。

５．まとめ 

Green Planet®は、海洋プラスチックごみによる海洋汚染に対する、有効な解決策

の一つになる可能性があると考えている。カネカは Green Planet®開発を通じ、枯渇

性資源・地球温暖化・海洋プラスチックごみの問題の解決に貢献していく。 

１） J.  R. Jambeck et.al,  Science 347(6223), 768

  分解前 3 か月後 5 か月後 

図２．Green Planet®の土中での生分解

各写真は左から PP、木、Green Planet®

分解前 24 日 61 日 88 日 

図３．Green Planet®の海水中

での生分解 

図４．Green Planet®の用途例
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第４セッション 

環境教育と地域づくりの今と未来 

座長 永瀬 節治 

和歌山大学観光学部 准教授 

講 演 

(1) 「ナッジを活用した環境保全〜グリーンナッジの考え方と事例紹介〜」

植竹 香織 

ポリシーナッジデザイン合同会社 代表 

(2) 「ローカル認証～地域が創る流通の仕組み」

大元 鈴子  

鳥取大学地域学部 准教授 

(3) 
リモート学習教材を活用した海洋環境教育

～「うみわかまもる」プロジェクト～

平井 研

NPO 法人わかやま環境ネットワーク 理事

（一社）加太・友ヶ島環境戦略研究会 KATIES
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ナッジを活用した環境保全〜グリーンナッジの考え方と事例紹介〜

植竹  香織

ポリシーナッジデザイン合同会社

1 はじめに  

近年、行動経済学を理論的基盤とした「ナッジ」が新たな政策手法として注目を集

めている。従来の行動変容のための手法は、規制的手法、財政的方法、教育的手法な

どのように、人間が合理的に判断、行動することを前提としていた。しかし、2008 年

にリチャード・セイラー教授（2017 年ノーベル経済

学賞受賞）とキャス・サンスティーン教授により提

唱された「ナッジ」は、「常に合理的な行動をする

とは限らない人間像を前提とし、受け手の選択の自

由を確保した上で、行動が行われる環境を変更する

ことで、望ましい行動を自発的に取れるよう後押し

する」ことで、人々に行動変容を促すという新たな

手法である。その優れた費用対効果から、各国政府

や国際機関に注目され、英国の Behavioural Insights 

Team をはじめ、200 以上のナッジの政策活用促進組

織（ナッジユニット）が設立されている。また、国

連では SDGs 達成のためにナッジを含む行動科学の

活用を呼びかけている。

▲投票式のタバコ吸殻入れ（英国） 

2 グリーンナッジの考え方  

グリーンナッジとは、環境配慮行動の促進を目的に用いられるナッジのことである

（UNEP, 2020）。環境分野においてナッジが注目される背景には、これまでの行動科

学（行動経済学や心理学など、人間の意思決定や判断についての研究）において、次

のような知見が明らかになってきたためである。

(1) 私たちの判断は、無意識のバイアス（偏り）に影響されている

(2) 私たちの判断は、意思決定が行われる環境に左右される

(3) 私たちの意図と実際の行動は必ずしも一致しない（意図―行動ギャップ）

人間の意思決定や判断には上記のような性質があることをふまえ、環境配慮行動の

更なる促進のためには、従来的手法に加えて、人間の心理面をふまえたナッジが有用

であると考えられる。

3 グリーンナッジの具体的手法と事例  

ナッジの具体的手法として、よく知られているのが「EAST」である。EAST は、Easy,

Attractive, Social, Timely の頭文字を取ったもので、ナッジの要素が大まかに 4 つに分

類されている。
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Easy 簡単にできるようにする／手間をなるべく減らす／情報量を絞る

Attractive 魅力的にする／目につくようにする／インセンティブを工夫する

Social 社会規範を利用する／多数派の行動を強調する／互恵性に訴える

Timely タイミングよく働きかける／事前に対処計画を作成し実行支援する

環境分野においては、ポイ捨て行動の抑止、省エネ行動の促進、省エネ機器の導入

促進、ごみ分別・リサイクル行動の促進、食品ロスの削減、野生動物の保護など、多

岐にわたるテーマについて実社会における実証実験が行われており、海外はもとより、

国内でも知見が蓄積しつつある。筆者の携わった事例の中から紹介する。

(1)省エネ行動促進

横浜市の小学校６年生を対象にナッジワークショッ

プを実施し、学校での節電行動を促進するナッジを製

作してもらった。

右：電気を消灯すると「ありがとう」の文字がつなが

るように作成されたナッジシール（出典：世界のナッ

ジ最前線 https://note.com/bi_nudge/n/nc2bbe5b2af87）  

(2)ごみ分別行動の促進

事業所において、プラスチックごみが燃えるごみに混入することを防ぐため、ごみ箱

付近に分別促進を目的とするナッジポスターを設置したところ、対照群と比較して介

入群のプラごみ混入率が減少した。

4 結論  

ナッジは現実的な人間の心理をふまえ、行動を取り巻く環境や状況に着目し、自発

的な行動変容を促すアプローチである。従来の政策手法やハード面での対策と組み合

わせて使うことでより効果的・効率的に行動変容を促すことができ、今、実際に直面

している行動課題に低コストかつ現場の権限で活用できる。適切なごみ捨て行動の促

進など、海の保全に利用できる事例もあり、今後さらに国内での応用が期待される。

参考文献

Rare and The Behavioural Insights Team. (2019). Behavior Change For Nature: A Behavioral 

Science Toolkit for Practitioners. Arlington, VA: Rare. 

The Behavioral Insights Team. (2014). EAST. Four simple ways to apply behavioral Insights. 

United Nations. (2021). Behavioural Science: Guidance Note Secretary-General's Guidance 

on Behavioural Science. 

United Nations Environment Programme, GRIDArendal and Behavioural Insights Team 

(2020). The Little Book of Green Nudges. Nairobi and Arendal: UNEP and GRID-Arendal.

（日本語版「グリーンナッジ  ミニガイド」https://www.nudgedesign.jp/green-nudge）  
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ローカル認証−地域が創る流通の仕組み―

大元鈴子

鳥取大学地域学部

環境認証制度とそれに付随するエコラベルは、いろいろな産業で広く利用されるよ

うになり、環境への配慮という触ることのできない生産物の価値を消費者に伝える役

割を担っています。水産業界では、Marine Stewardship Council (MSC:海洋管理協議会 )

などの国際的な認証制度とエコラベルの普及が進んでいます。この発表では、よりロ

ーカルな視点から、アメリカ・コロンビア川流域におけるサーモン・セーフという仕

組みについて紹介します。

サーモン・セーフは、アメリカのオレゴン州とワシントン州限定の地域制度です。

このような認証制度は、国際認証に対して、「ローカル認証」と呼ばれています。サ

ケ科の魚がすめる川を守る農業を対象にし、この認証を取得する農家の数は、どんど

ん増えています。基準を守って生産された産物に、サーモン・セーフ（サケに対して

安全）というサケの絵のラベルがつけられます（写真）。たとえば、サーモン・セー

フ認証を取得した畑で栽培されたブドウで作ったワインにもサケのラベルがつけられ

販売されています。アメリカの西海岸の人々にとって、コロンビア川、そしてそこに

季節ごとに川に帰ってくるサケは、食糧として、またシンボルとしてとても人気があ

ります。水でつながるサケとワインの関係はわかりやすく、よりおいしくワインを楽

しめるというわけです。サーモン・セーフの仕組みを紹介しながら、アメリカの先住

民とサケの関係や地域の気候（中気候）や土壌環境を生かした農業の事例をご紹介し

ます。このローカル認証は、直接的にサケの保全を行っているわけではありませんが、

より広い範囲や別業種を巻き込む、水産資源の保全にもつながっています。
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平井 研

NPO 法人  わかやま環境ネットワーク  

一般社団法人  加太・友ヶ島環境戦略研究会

1、はじめに 

2007 年に制定された「海洋基本法」の第 28 条には「国は、国民が海洋についての

理解と関心を深めることができるよう、学校教育及び社会教育における海洋に関する

教育の推進、（中略）海洋に関するレクリエーションの普及等のために必要な措置を

講ずるものとする」という文言が記載されている。しかしながら、学校教育現場では

海洋について学習する機会が少なく、新型コロナウイルスの影響によってその機会は

さらに減少していると考えられる。一方、2015 年 9 月の「国連 SDGs サミット」をは

じめ、2019 年 6 月の「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」など、海洋ごみへの関心

は年々高まりつつあり、「海洋ごみ」問題について学び、考え、取り組む必要がある

と考えられる。そこで、対面での活動が困難な状況下において、動画を中心とした海

洋ごみに関するリモート学習教材を制作し、海洋環境教育を実践する「うみわかまも

る」プロジェクトが 2020 年度からスタートした。  

2、うみわかまもるプロジェクトとは

「うみわかまもる」プロジェクトの概要を図-1 に示す。プロジェクトは大きく分け

て 2 つの柱で進めている。1 つ目は、リモート学習教材を活用した海洋環境教育の実

践である。2 つ目は海岸清掃など対面での活動であり、こちらはリモート学習した子

供たちが参加するものである。1 つ目のリモート学習教材については、ウミガメのま

もるくん（図-2）というキャラクターが様々な場所を訪れ、海洋ごみ問題の現状を伝

え、問題について学習できる内容になっている。リモート学習教材の構成を表-1 に示

す。教材は 1 話あたり 5～8 分ほどの短い動画を制作し、全 6 話で構成している。第 1

話は物語の序章、2～3 話は家庭ごみの行方、4 話は海洋ごみの現状、5 話は海洋ごみ

を活用するアーティスト、6 話は今後の取り組みについての呼びかけ、といった構成

である。教材の内容については、「ごみが悪い。ごみが生き物を苦しめている。だか

らごみ拾いをしよう」といったものではなく、例えば 5 話では、海ごみをごみとは扱

うみわかまもる 

プロジェクト 

小学校向け 

学習指導案作成 
（さらにリモート 

学習教材を活用） 

学校教育現場でも 

海洋環境教育が 

実施可能 

海岸清掃など 

対面での活動 

（学校教育とは異なる 

ボランティア活動） 

継続して活動したい 

子供たちの受皿となる 

図-1 うみわかまもるプロジェクト概要 

海洋ごみに関する 

リモート学習教材
（ リ モ ー ト で も 海 洋

環境教育が実現可能）
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わず、宝物としてアート作品を制作するアーティストたちと交

流し、ごみとは何なのかを考えるといったストーリーになって

おり、各話とも、海洋ごみ問題についてより深く考えることが

できる内容である。

表-1 リモート学習教材の構成（学習指導案から抜粋、一部改変）

このリモート学習教材をさらに活用し、小学校での海洋環境教育を実践するために

「海洋ごみ問題に関する学習指導案」を作成した。本指導案は和歌山大学教育学部附

属小学校の教諭に協力いただき、教育現場において使用されている指導案に準じて作

成した。つまり学校の先生方が普段使っている指導案の様式に海洋ごみ問題に関する

内容を落とし込み、かつリモート学習教材を活用することにより、従来に比べ容易に

学校教育現場での海洋環境教育が実施可能となった。この学習指導案とリモート学習

教材を活用した小学校での海洋環境教育は、2022 年度から実施されており、既に和歌

山市内 4 校、紀の川市内 1 校の小学校において導入され、現在も和歌山県内外の学校

から問い合わせがあり、今後さらに導入校を増やしていく予定である。

3、今後の展開

本プロジェクトはまだ始まって間もない状況であるが、和歌山市立和歌浦小学校の

生徒たちは、リモート学習教材の内容を模した紙芝居を制作し、海岸清掃や各種イベ

ントなど多くの場面で披露するなど、リモート学習がきっかけとなり、子供たちの主

体的な活動が見られるようになってきた。また、HP 上から登録できる「うみわかまも

る隊員」は既に 180 名を超え、揃いの T シャツを着て海岸清掃などに取り組んでいる。

本プロジェクトは子供たちが中心となって海洋ごみ問題に取り組んでいるが、本来は

“大人”が取り組むべき問題である。本プロジェクトの子供たちの活動を通して、大

人の意識や行動も変わるよう、今後も活動を展開していきたいと考えている。

【「うみわかまもる」プロジェクトは、一般財団法人  和歌山環境保全公社から委託を受け、

NPO 法人  わかやま環境ネットワークが実施しているプロジェクトである。】

話数 タイトル 内容 

1 話 新たな出会いと 

旅のはじまり 

ウミガメのまもるくんが海ごみ問題について興味を持

ち、ごみ問題について調べる旅に出ます。

2 話 ごみはどこへ行く？ 

-前編-

まもるくんが家庭ごみの行方を追いかけます。ごみが焼

却施設でどのように処分されているか調べます。 

3 話 ごみはどこへ行く？ 

-後編-

灰になったごみはさらにどのように処分されるのか？

まもるくんがその行方を追いかけます。 

4 話 海のごみを 

みんなの力で 

家庭ごみの次はポイ捨てなどによって海に流れ出たご

みについて調べます。 

5 話 ごみが 

アートになる？

海岸に漂着したごみをアートに変えてしまう人たちに

話を聴きに行きます。 

6 話 次はあなた 

ぼくといっしょに 

ごみついて学習したまもるくん。海洋ごみ問題をどうす

れば解決できるのかを考え、行動していきます。 

図-2 まもるくん 
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